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資料2-1
令和元年度「森林サービス産業」検討委員会

関係省庁等の支援施策・推進体制の概要（健康経営関連）

需要側

（企業・医療保険者）

供給側

農泊
（農林水産省）

国立公園満喫ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（環境省）

地域循環共生圏
（環境省）

観光地域づくり
（観光庁）

ヘルスケア産業育成
（経済産業省）

（森林・農山村地域） （都市地域）

健康増進施設認定
（厚生労働省）

宿泊型新保健指導
（厚生労働省）

地域力活用新事業創出
支援事業（中小企業庁）

健康スポーツ推進
（スポーツ庁）

地域スポーツ体制整備
（スポーツ庁）

PPP/PFIプラットフォーム
（内閣府・国土交通省）

健康経営推進
（経済産業省）

【各省庁の支援施策の位置付け】
（イメージ）

※ 各施策の支援内容について、「人材開拓・育成支援」、
「プログラム開発支援」、「マーケティング支援」、「事業化
支援」、「プロモーション支援」、「調査研究支援」、「資金的
支援」等の観点から、支援内容を整理予定



○ 「農泊」とは、
【利用者】農山漁村地域に宿泊し、滞在中に地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ「農山漁村滞在型旅行」。
【提供者】地域の中で「宿泊」、「食事」、「体験」を提供できる形を備えていることが必要。

○ 宿泊を提供することで、旅行者の地域内での滞在時間を延ばしつつ、滞在中に食事や体験など地域資源を活用した様々な観光
コンテンツを提供して消費を促すことにより、地域が得られる利益を最大化。

○ そのためには、地域の関係者が一丸となって、農泊をビジネスとして取り組むことが重要。

農 泊（農山漁村滞在型旅行）

農山漁村地域

■ 「農泊」推進の考え方

農業体験 サイクリング

自然公園
トレッキング文化財

廃校を活用した
宿泊施設

（簡易宿所等）

古民家ステイ
（簡易宿所）

ホテル・旅館

農家民泊

民泊農家民宿
（簡易宿所）

農家レストラン

郷土料理

ジビエの活用

外部料理人のアイデア
を加えた創作メニュー

利益と雇用を生み出して
住みよく持続可能なものとし

食を安定的に供給

① 直売所のみだと...
滞在時間：短 →「通過型観光」

直売所

② 宿泊を加えると...
滞在時間：長 →「滞在型観光」

都市部
ホテル

直売所 宿泊
施設

その他
施設

地域全体に利益

利益は限定的

滞在中に
楽しむ
体 験

食 事宿 泊

※ 中核法人の主たる事業は、農林漁業関連、
観光協会等の非営利事業、体験・ガイド、
宿泊事業等

法人化された中核法人を中心とし
て、多様な関係者がプレイヤーと
して地域協議会に参画し、地域が
一丸となって取り組む。

農泊推進体制

交 通 業宿 泊 業 飲 食 業

農林水産業小売業（お土産等）

地域協議会

中核法人※

旅 行 業情報通信業 金 融 業

資料2-1①農林水産省「農泊」
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3

農山漁村振興交付金「農泊推進対策」

〇 農山漁村滞在型旅行「農泊」を、持続的なビジネスとして実施できる体制の整備のため、自立的な運営が図られる法人組織が担う体制を構築した
上で、魅力ある観光コンテンツの磨きあげへの支援、プロモーションの強化を図るため、農山漁村振興交付金に「農泊推進対策」を新設し、ソフト・
ハード対策を⼀体的に⽀援するとともに、国内外へのPRを実施。観光庁等とも連携。
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「農泊」の推進 【令和２年度予算概算要求額 5,031（5,258）百万円】

＜対策のポイント＞
「農泊」を持続的なビジネスとして実施できる地域を創出し、都市と農山漁村との交流や増大するインバウンド需要の呼び込みを促進することで農山漁村

の所得向上と地域の活性化を図るため、地域による実施体制の整備や観光コンテンツの磨き上げ、滞在施設等の整備等を一体的に支援するとともに、戦略
的な国内外へのプロモーションや地域が抱える課題解決のための専門家派遣等を支援します。
＜政策目標＞
○ 都市と農山漁村の交流人口の増加（1,450万人［令和２年度まで］）
○ 「農泊」をビジネスとして実施できる体制を持った地域の創出（500地域［令和２年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農泊推進事業

○ 国内外の旅行者の農山漁村地域への呼び込みを促進するため、農泊の推進
体制構築や地域資源を活用した魅力ある観光コンテンツの磨き上げ、インバ
ウンド受入環境の整備及び専門人材の確保等を支援

２．施設整備事業

① 古民家等を活用した滞在施設や体験・交流施設、活性化計画に基づき農泊
に取り組む地域への集客力を高めるための農産物販売施設など、農泊を推
進するために必要となる施設の整備を支援（市町村・中核法人実施型）

② 地域内で営まれている宿泊施設の質の向上のため、インバウンドを含む個人
旅行者等の多様なニーズに合わせた宿泊施設の改修を支援（農家民泊経営
者等実施型）

３．広域ネットワーク推進事業

○ デジタル情報を活用した戦略的な国内外へのプロモーションや大規模展示会
への出展・商談会の開催、高度な経営ノウハウの習得などの課題を抱える地
域に対し、ワンストップで課題に応じた専門家派遣・指導を行う等の取組を支
援

【１の事業】

○ 事業実施主体 地域協議会、地域協議会連合体、DMO等

○ 事業期間 ２年間等 ○交付額（1年目 800万円、2年目400万円＋人材250万円）

地域の食材を
活用したメニュー作り

地域資源を活用した
体験メニューの開発

古民家を活用した滞在施設

廃校を改修した大規模滞在施設

【２①の事業】

○ 事業実施主体 市町村、地域協議会の中核法人等
○ 事業期間 ２年間 ○交付率 1/2

（上限2,500万円、5,000万円、１億円）

（活性化計画に基づく事業）

○ 事業実施主体 都道府県、市町村、農林漁業者の
組織する団体等

○ 事業期間 原則３年間 ○交付率 1/2等

【２②の事業】

○ 事業実施主体 地域協議会と地域内の農家民泊経営者等との連携体
○ 事業期間 １年間 ○交付率 1/2（上限1,000万円/軒）

【３の事業】
○ 事業実施主体 民間企業、都道府県等
○ 事業期間 １年間
○ 交付率 定額

インバウンド受入環境の整備

トイレの洋式化Wi-Fi環境の構築多言語への対応

［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-3502-5946）
課題に応じた専門家の派遣・指導

国

地域協議会等定額
＜事業の流れ＞

（１の事業）

中核法人等
1/2

民間企業等
定額

（３の事業）

地方公共団体
交付 1/2等 農林漁業者の

組織する団体等
1/2

宿泊施設経営者等 （２②の事業）

（２①の事業）

※ 人材交流・ビジネス支援対策（770百万円）も活用し支援

※下線部は拡充内容
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http://www.mlit.go.jp/page/content/001304315.pdf P.15

資
料

2
-1
②

観
光
庁
「
観
光
地
域
づ
く
り
法
人
に
よ
る
宿
泊
施

設
等

と
連

携
し
た
デ
ー
タ

収
集
・
分
析
事
業
」
「
テ
ー
マ
別
観
光
に
よ
る
地

方
誘

客
事

業
」

8



9

資
料

2
-1
③

環
境
省
「
国
立
公

園
満
喫
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」



○多様な宿泊体験の提供のため、分譲型ホテル等を認可する審査基準を作成
し、R1.9.30に施行。

○日光、大山隠岐にて民間と連携し、外国人旅行者のニーズにあったキャンプ場にリニューアル予定

○伊勢志摩の英虞湾を望む直轄展望台に民間カフェを導入（H30.８オープン）

○阿寒摩周のビジターセンターを改修しカフェスペースを設置。情報発信と地域
の交流の場となる機能を持たせ、R1.8から営業開始。

世界水準の「ナショナルパーク」に向けたブレークスルー

平成28年7月 ： 世界水準の「ナショナルパーク」の
候補として先行8公園を選定

阿寒摩周 十和田八幡平 日光 伊勢志摩
大山隠岐 阿蘇くじゅう 霧島錦江湾 慶良間諸島

12月 ： 公園毎に地域協議会により
ステップアッププログラム策定

ステップアッププログラムの策定 先行８公園における成果を
水平展開(H29.11開始)
※特に利用者数の多い国立公園

(富士箱根伊豆/支笏洞爺
/中部山岳)に重点

先行
8公園

プロジェクト全体の中
間評価とりまとめ
(H30.7)
ステップアッププログラ
ム改訂(H31.2)

○国立公園オフィシャルパートナー（ANA、
JAL、JTB、KTCホールディングス、サントリー
等75社）との連携協力により、空港や航空

機、列車内等での国立公園の魅力の発信、
商品造成、受入体制の整備支援を実施

国内外への強力な情報発信

○JNTOグローバルサイト内に国立

公園の一括情報サイトを設置・
公開（H31.2）今年度、アクティビ

ティ等の予約まで可能なサイトと
する予定。

○ツーリズムEXPOジャパンへの出展によ

る情報発信、海外バイヤー商談会での
ビジネスマッチングを支援

○国立公園管理事務所を新設するとと
もに、観光業等の民間企業経験者等
を「利用企画官」として採用

○インスタグラム及びフェイスブック公式アカウントにおいて、
現地レンジャーから、公園の感動を発信。

○動画配信や海外メディアへの記事掲載を実施中

多様な宿泊サービスの提供

ビジターセンター等公共施設の民間開放

○ファムトリップの成果等を踏まえ、モデルコースを含む「日本の国立公園コンテ
ンツ集（日・英）」を作成。OTAへの掲載等を支援。対象公園を拡大して取組中。

○外国人のニーズも踏まえたガイドやコーディネーターを育成する研修プログラ
ムを実施。地域の自走に向けた取り組みを支援。

体験型コンテンツの磨き上げ・受け入れ体制の強化

○大山隠岐にて廃屋を撤去（H29.7完了）し、カフェや物販機能を
有する施設を整備(H30.5オープン)。

○阿蘇くじゅうにて眺望を阻害していた電線・電柱の移設を実施。
○各国立公園の案内板、ビジター展示等において、分かりやすく魅力的な多言語解説整備を促進。

景観の改善・利用環境の整備

○慶良間諸島で入島時の環境協力税を徴収し、国立公園の環境保全に活用中
○大山隠岐にて保全協力金付きオオサンショウウオ観察ツアーを実施

利用者負担による保全の仕組みづくり

民間事業者等との連携

国内外の旅行博等での発信

情報サイト・ＳＮＳ・海外メディア等による発信

管理事務所の体制強化

世界水準の「ナショナルパーク」を実現するために

「最大の魅力は自然そのもの」「高品質・高付加価値のインバウンド市場の創造」

訪日外国人の国立公園利用者数
490万人（2015年・H27）→1000万人（2020年・H32） に
（2016年：546万人、2017年600万人）

国立公園満喫プロジェク
ト国立公園満喫プロジェクト

訪日外国人の国立公園利用者数 490万人（2015年）→1000万人（2020年）に

（2016年：546万人、2017年600万人、2018年694万人）
「最大の魅力は自然そのもの」「高品質・高付加価値のインバウンド市場の創造」

世界水準の「ナショナルパーク」を実現するために
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国立公園満喫プロジェクト 地域協議会：各国立公園での取組の推進母体

○主要な構成員※

作業部会／地域部会等 幹事会

［国］地方環境事務所（自然環境事務所）
森林管理局／地方運輸局／地方整備局

（地方農政局／経済産業局／沖縄総合事務局）
［自治体］道県、市町村
［観光団体］観光協会／DMO等
［民間事業者］交通事業者（鉄道・ﾊﾞｽ・ﾀｸｼｰ・船舶）

地方銀行／大学／ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ（新聞・TV・ﾗｼﾞｵ）
旅行会社／漁協／農協／森林組合／商工会

等

様々な民間／オフィシャルパートナーとの連携、取組の展開
各種交付金の活用による取組強化

［先行8公園］

※構成員は公園ごとに異なる

• 多様な主体の協働により、各分野での取組を連携して展開し、各国立公園の受入体制強化と磨き上げ
• 2018年度は、中間評価を踏まえて、取組の見直しを行いステップアッププログラムを改訂
• 昨年度および今年度のアンケート結果を踏まえ、各主体により取組を改善

国立公園満喫プロジェクト
地 域 協 議 会

平成28年7月 先行的、集中的に取組を行う8公園を選定2016年7月

平成28年7月 地域協議会において、具体的な取組を
計画的、 集中的に実施するステップアッププ
ログラム策定に着手

9月

平成28年7月 各公園毎にステップアッププログラム策定12月

平成28年7月 各公園毎に中間評価を実施2018月6月

平成28年7月 各公園毎にステップアッププログラム改訂～2019月2月

～プログラムの実施～

［取組経緯］

［８公園に準じる公園【3公園】］
～2018年1月 協議会の設置

3月 自然体験活動推進プログラムの策定［支笏洞爺］
4月 利用推進プログラムの策定［中部山岳］

2019年3月 プログラム策定予定［富士箱根伊豆］
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国立公園 誘客強化キャンペーンに向けたフロー

2019年9月3～4日

JATA現地視察

＠十和田八幡平国立公園

環境省事業で造成する国内外向け

ツアー企画について、委員による現地

視察及び意見交換

2020年上期～ 国立公園 誘客強化キャンペーン

2019年８月～ 商品造成に向けた勉強会（２回程度）、

ワーキング（月１程度）の実施

各グループ 商品造成

ニーズに基づくテーマ

・環境保全型商品

・地域の課題解決型商品

・ロングトレイルの活用

・二次交通の改善 等

旅行商品だけでなく、キャンペーン趣旨に

あったお土産品やアウトドアギア、ドリンクな

ど、幅広い商品開発も。

【目的】

オフィシャルパートナーシップ企業、JATA会員企業、環境省の連携により、日本の国立公園の価値を観

光等の力を通して日本また世界に発信するため、地域の保全と活用の好循環を生み出し、持続可能な地

域や日本を共創する。

Web、SNS、
その他海外メディア

への情報発信
（環境省、OP,JATA事務

局）

マッチング先の検討
（環境省、JATA事務局）

2019年６月～ 旅行商品造成への連携した取り組みのニーズの聞き取り

2019年７月～ ニーズに応じた各者マッチング、
グループ編成

JATA会員
（商品造成担当者等）

声がけ
JATA
事務局公園の

現地レンジャー

オフィシャル

パートナー

ネットワーキング・
情報交換の場

（プラットフォーム）の提供
（環境省）

国立公園オフィシャルパートナーシッププログラムについて 

 

（１）趣旨・概要 

 相互に協力して国立公園の美しい景観の魅力を世界に向けて発信し、国内外

からの国立公園利用者の拡大を図ることを目的に、環境省と企業とがパートナ

ーシップを締結するプログラム。期間は、各社との締結日～令和２年 12月

末。（国立公園満喫プロジェクト目標年末） 

 

（２）オフィシャルパートナーロゴマーク 

 パートナー企業に、広報誌やポスター、HP等、様々な媒体で使用いただき、

国立公園の知名度向上と国立公園を旅する機運の醸成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日の丸」の中に、緑色で山や森、青色で海や湖を表すことで全体として日本の国立

公園を表現。白い山の稜線は、右肩上がりに伸びていくというイメージとともに、アル

ファベットのエヌ（N）を示す。Nは、Nature、National Park、Nipponの Nの頭文字で

ある。 

２羽の鳥はイヌワシをイメージ。イヌワシは、同じペア関係を維持すると言われるこ

とから、パートナーシップを表現。 

 

（３）締結状況 

  平成 28 年 11月に第１回締結式（12社）、平成 29年３月に第２回締結式

（19社）、平成 30 年６月に第３回締結式（18社）、平成 31年１月に第４回

締結式（12社）、令和元年７月に第４回締結式（14社）を実施。鉄道会社、

航空会社、旅行会社、高速道路、空港、アウトドアメーカー、メディア、銀

行、DMO、大学等、75社と締結。 

 12



地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs構想）
－ サイバー空間とフィジカル空間の融合により、地域から人と自然のポテンシャルを引き出す生命系システム －

vol.25

資料2-1④環境省「地域循環共生圏」

13



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業費

事業イメージ

共同実施／請負事業

「第五次環境基本計画」（平成30年４月閣議決定）では、地域の活力を最大
限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱した。これを受け、地
域循環共生圏づくりプラットフォームを構築し、①～④の業務を行う。

①地域循環共生圏の創造に向けて取り組む地域・自治体の人材の発掘、地域の
核となるステークホルダーの組織化や、事業計画策定に向けた構想の具体化
などの環境整備を推進する。

②地域・自治体が、地域の総合的な取組となる事業計画を策定するにあたって、
必要な支援を行う専門家のチームを形成し派遣する。

③先行事例を詳細に分析・評価し、その結果を他の地域・自治体に対して
フィードバックすることにより、取組の充実を促す。

④都市部のライフスタイルシフト等に向けた戦略的な広報活動（シンポジウム
の開催、国内外への発信）等を実施することにより、取組の横展開を図る。

① 地域循環共生圏創造に向けた環境整備
② 地域循環共生圏創造支援チーム形成
③ 総合的分析による方策検討・指針の作成等
④ 戦略的な広報活動

地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域循環共生圏づくりプラットフォームを構築します。

【令和２年度要求額 500百万円（500百万円）】

地方公共団体／民間事業者・団体

令和元年度～令和５年度（予定）

環境省大臣官房環境計画課 電話：03-5521-8328

■共同実施先・請負先

地域循環共生圏

民間団体
地域循環共生圏づくり

プラットフォーム

地域
・

自治体

事業スキーム

環境
省

NPO/NGO 等経営の専門団体 …

請
負

支援

派遣指示登録

6 14



15

環境省

企業

ESG金融

○○ ○○ ●●●

支援チーム

Society 5.0の活用

事務局
（請負先）

地
域
循
環
共
生
圏
づ
く
り
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

○○ ○○ ●●●

技術

お金

企業・金融

・地銀、信金のネットワーク
・クラウドファンディング
・ローカルファイナンス

プラットフォームの役割
• 地域からの相談窓口
• 地域課題の見える化・企業の持つ技術・ソリューショ

ンのリスト化による地域と企業のマッチング
• 地域と企業の人と人とをリアルにつなぎ、オープンイ

ノベーションを創発
• 実践地域等登録制度の構築
• 企業、有識者などのメーリングリスト整備等オンライ

ン上でのつなぎの場作り
• 支援チームマッチング派遣、地域版マンダラに基づく

プロジェクトと企業（副業人材含む）とのマッチング
• 地域プロジェクトに対する投資の呼び込み
• 地域プロジェクトをサポートする全国的な取組の検討

→（指標・地域通貨・アプリ・メディア等）
• 情報発信・普及啓発

地域・自治体
キーマ
ン 地

域
リ
エ
ゾ
ン地域

プラットフォーム

地
銀
・
信
金

・ソリューション
・ソーシャル

ビジネスの創発

地域方向性や課題に
応じてマッチング

・伴走支援
・会議運営サポート
・人材育成

日常的サポー
ト

E
P
O

●

経営の
専門家

環境の
専門家

観光業
の専門

家

情報技
術の専
門家

□ステップアップ事業
□ESG地域金融促進事
業
□地域ESG融資促進利
子

補給事業

□エコ・ファースト企業
□エコアクション２１

地
方
環
境
事
務
所

地
域
間
連
携

• 企業内のプロジェクト、技術・ソリューション単位での
登録・参加を想定。

• 課題解決やビジネスの種を生み出すオープンイノベー
ションの場としての活用を想定

各
種
協
同
組
合

地域の課題・ニー
ズ

・見える化・具体化
・ボトルネックの精査

・グリーンファンド
・21世紀金融行動原則

持続可能な地域
WG

連
携

資金調達

登録市町村など地域
循環共生圏を創造し
たい地域

地域づくり支援等のネットワーク

• 相補的機能を有するネットワークと連携
• 適切な機能分担
• 情報網の共有、イベントの共催など

地域循環共生圏づくりプラットフォームのイメージ
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【調査研究事業】 500万円以内
【 特産品開発、観光開発及びコミュニティビジネス創出に取り組む事業】

1年目：800万円以内（共同1,000万円以内。補助率2/3以内） 2年目：600万円以内（共同750万円以内。補助率1/2） 16

資料2-1⓹中小企業庁「地域力活動新事業創出支援事業」



○ 後期高齢者支援金の加算･減算制度について、予防･健康づくり等に取り組む保険者に対するインセンティブをより重視するため、多くの保
険者に広く薄く加算し、指標の達成状況に応じて段階的に減算(最大10％の範囲内)する仕組みへと見直し、平成30年度から開始

○ 具体的な運用方法としては、保険者がウォーキングやジョギングを行う、歩数・体重・血圧を記録、特定健診を受ける。健保組合の健康
づくりイベントに参加、健診の結果翌年度の検査値が改善した等の予防・健康づくりの実施した加入者に対して、健康グッズ、人間ドッグ割
引券、スポーツクラブ利用券、プリペードカード等のヘルスケアポイントを付与する取組などが想定。

保健者における予防・健康づくり等のインセンティブ制度

資料：厚生労働省「次世代ヘルスケア産業協議会 健康投資ワーキンググループ（第12回）‐配布資料」

【保険者における新たな予防・健康づくり等のインセンティブの改訂】

【個人の予防・健康づくりに向けたインセンティブの推進 】

資料：厚生労働省「次世代ヘルスケア産業協議会 健康投資ワーキンググループ（第16回）‐配布資料」

資料2-1⑥厚生労働省「予防・健康づくりのインセンティブの強化」

17
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http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/kenkou_toushi_wg/pdf/016_05_00.pdf


健康増進施設認定制度について

運動型健康増進施設
（昭和63年～）

健康増進のための有酸素
運動を安全かつ適切に行う
ことのできる施設

温泉利用プログラム型健康
増進施設 （平成15年～）

温泉を利用した健康増進の
ためのプログラム（以下のいずれ
か）を提供する施設

①特に優れた泉質を利用
②周辺の自然環境を活用
③地域の健康増進事業と連携

健
康
増
進
施
設
認
定
規
程
（告
示
）

温泉利用型健康増進施設
（昭和63年～）

健康増進のための温泉利
用及び運動を安全かつ適切
に行うことのできる施設

国
民
の
健
康
づ
く
り
を
推
進
す
る
上
で
適
切

な
内
容
の
施
設
を
厚
生
労
働
大
臣
が
認
定
し

そ
の
普
及
を
図
る

（
３
類
型
を
規
定
）

根
拠

《設備要件》
○運動関係 ： 有酸素運動、筋力強化運

動等を安全に行える 設備 （ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｼﾞﾑ、
運動ﾌﾛｱ及びﾌﾟｰﾙの全部又は一部）

○その他 ： 体力測定、運動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ提供
及び応急処置のための設備

《人的要件等》
○運動プログラム提供

者（健康運動指導士等）
の配置

○医療機関との連携
（３類型共通）

《設備要件》
○運動関係、その他 ： 運動型施設と同じ
○温泉設備 ： 次の５種類の設備

①かぶり湯、②全身及び部分浴槽、
③寝湯、持続浴槽等、④気泡浴槽、
圧注浴槽等、⑤サウナ等

※ 温泉利用施設と運動型施設が近接等により一体
で運営されるもの（連携型施設）を含む

《人的要件》

○運動プログラム提供
者（健康運動指導士
等）の配置

○温泉利用指導者の
配置

《設備要件》

○運動関係 ： （不要）

○その他 ： 血圧測定、温泉利用ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ提供、生活指導及び応急処置設備

○温泉設備 ： 次の２種類の浴槽

①刺激の強いもの（泉温42度以上 等）
②刺激の弱いもの（泉温33～39度 等）

《人的要件》

○温泉入浴指導員の配置

３３５ヶ所

２２ヶ所
（うち連携型３ヶ所）

２７ヶ所

（令和元年７月現在）

資料2-1⑦厚生労働省「健康増進施設認定制度」
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指
定

運
動

療
法

施
設

の
利

用
料

金
に

係
る

医
療

費
控

除
の

取
扱

い
に

つ
い

て

・
提

携
医

療
機

関
と

の
間

で
運

動
療

法
実

施
に

関
し

、
随

時
指

導
・
助

言
を

行
う

旨
の

契
約

関
係

を
有

す
る

こ
と

。

・
運

動
療

法
の

実
施

に
際

し
、

提
携

医
療

機
関

の
担

当
医

に
運

動
療

法
の

実
施

に
つ

き
事

前
連

絡
し

、
指

導
・
助

言
を

う
け

る
こ

と
。

・
運

動
療

法
実

施
期

間
中

、
少

な
く
と

も
4
週

間
ご

と
に

、
受

療
者

に
主

治
医

又
は

提
携

医
療

機
関

の
担

当
医

に
よ

る
症

状
改

善
等

の
観

察
を

受
け

さ
せ

る
こ

と
。

・
対

象
疾

患
は

高
血

圧
、

高
脂

血
症

、
糖

尿
病

、
虚

血
性

心
疾

患
等

で
、

そ
の

病
態

か
ら

運
動

療
法

を
行

う
こ

と
が

適
当

で
あ

る
と

医
師

が
判

断
し

た
疾

病
と

す
る

。

・
運

動
処

方
せ

ん
の

内
容

に
基

づ
き

、
概

ね
週

1
回

以
上

の
頻

度
で

、
８

週
間

以
上

の
期

間
に

わ
た

っ
て

指
定

運
動

療
法

施
設

で
行

わ
れ

た
運

動
療

法
と

す
る

。

（
平

成
4
年

7
月

6
日

）
（
健

医
発

第
816

号
）

（
各

都
道

府
県

知
事

あ
て

厚
生

省
保

健
医

療
局

長
通

知
）

改
正

平
成

18
年

7
月

26
日

健
発

第
072606

よ
り

患
者

税
務

署

指
定

運
動

療
法

施
設

提
携

医
療

機
関

の
担

当
医

（
健

康
ス

ポ
ー

ツ
医

）

1
.
受

診

2
.

運
動

療
法

処
方

せ
ん

の
作

成
・
交

布

8
.

運
動

療
法

実
施

証
明

書
の

確
認

、
署

名
・捺

印

3
.

運
動

療
法

処
方

せ
ん

持
参

4
.

運
動

療
法

の
事

前
連

絡

5
.

運
動

療
法

の
指

導
・経

過
観

察
.

6
．

運
動

療
法

実
施

報
告

書
及

び
運

動
療

法
実

施
証

明
書

を
作

成
・
送

付

4
.

5
.

6
.

7.
運

動
療

法
実

施
報

告
書

の
確

認
、

署
名

・
捺

印

運
動

療
法

実
施

証
明

書
と

併
せ

て
併

せ
て

患
者

を
通

じ
主

治
医

へ
送

付

指
定

運
動

療
法

施
設

利
用

時
に

お
け

る
医

療
費

控
除

手
続

き
の

フ
ロ

ー

（8
週

間
に

わ
た

っ
て

）
通

所
週

1
回

以
上

9
.
運

動
療

法
実

施
証

明
書

と
利

用
料

金
領

収
書

を
添

付
し

提
出

（
確

定
申

告
）

少
な

く
と

も
4
週

間
ご

と
に

、
受

療
者

に
主

治

医
又

は
提

携
医

療
機

関
の

担
当

医
に

よ
る

症
状

改
善

等
の

観
察

を
受

け
さ

せ
る

こ
と

。

運
動

療
法

処
方

せ
ん

の
見

直
し

か
か

り
つ

け
医
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資
料

2
-1
⑧

厚
生
労
働
省
「
宿

泊
型
新
保

健
指
導
」

〈
メ

リ
ッ

ト
〉

①
快

適
な

環
境

で
や

る
気

向
上

②
集

中
的

な
保

健
指

導
で

効
果

向
上

③
将

来
的

な
重

症
化

を
予

防

糖
尿

病
の

例

対
象

者
：2050

万
人

医
療

費
：1.2

兆
円

患
者

数
270

万
人

②
糖

尿
病

が
強

く
疑

わ
れ

る
680

万
人

(HbA1c >6.5%
)

特定健康診査
健

康
増

進
施

設
・
保

養
所

・
ホ

テ
ル

・
旅

館
（
企

業
や

健
保

組
合

の
保

養
所

、
都

心
部

・保
養

地
の

ホ
テ

ル
・
旅

館
を

活
性

化
）

健康観光産業

全
体

パ
ッ

ケ
ー

ジ
（
イ

メ
ー

ジ
）

①
糖

尿
病

の
可

能
性

が
否

定
で

き
な

い
1,100

万
人

(HbA1c >6.0%
)

〈
目

的
〉

健
康

増
進

、
健

康
・
観

光
産

業
の

発
展

、
医

療
費

適
正

化
を

同
時

に
実

現

医
師

保
健

師
管

理
栄

養
士

健
康

運
動

指
導

士
理

学
療

法
士

作
業

療
法

士
etc

な
ど

地
元

医
師

会
や

自
治

体
と

の
連

携

旅
館

保
健

指
導

プ
ロ

グ
ラ

ム

ス
ポ

ー
ツ

、
観

光
な

ど
の

オ
プ

シ
ョ

ン

（
一

部
）

教
育

入
院

宿
泊

型
新

保
健

指
導

（
ス

マ
ー

ト
・
ラ

イ
フ

・
ス

テ
イ

）
プ

ロ
グ

ラ
ム

【
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
概

要
】

●
宿

泊
型

新
保

健
指

導
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
つ

い
て

、
「

標
準

的
な

健
診

・
保

健
指

導
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
平

成
30年

度
版

）
へ

掲
載

し
、

都
道

府
県

等
へ

周
知

【
目

的
】

健
康

寿
命

延
伸

の
た

め
、

特
定

保
健

指
導

な
ど

に
よ

り
生

活
習

慣
病

の
予

防
に

取
り

組
ん

で
い

る
が

、
多

く
の

国
民

が
生

活
習

慣
病

予
防

に
取

り
組

む
た

め
に

、
さ

ら
に

効
果

的
か

つ
実

現
可

能
性

の
高

い
保

健
指

導
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
開

発
が

必
要

。
厚

生
労

働
科

学
研

究
及

び
国

立
研

究
開

発
法

人
日

本
医

療
研

究
開

発
機

構
（

AM
ED

）
委

託
研

究
に

よ
り

、
「

生
活

習
慣

病
予

防
の

た
め

の
宿

泊
を

伴
う

効
果

的
な

保
健

指
導

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

に
関

す
る

研
究

」
を

実
施

。

【
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
】

平
成

26年
度

保
健

指
導

プ
ロ

グ
ラ

ム
案

の
検

討
（

厚
生

労
働

科
学

研
究

）
平

成
27年

度
研

究
成

果
を

踏
ま

え
た

試
行

事
業

平
成

28年
度

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

効
果

検
証

等
（

AM
ED

に
よ

る
研

究
）

【
成

果
】

•
平

成
30年

度
に

第
三

期
特

定
健

康
診

査
等

実
施

計
画

が
開

始
さ

れ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
平

成
28年

度
か

ら
「

特
定

健
康

診
査

・
特

定
保

健
指

導
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
会

」
に

お
い

て
特

定
健

診
・

保
健

指
導

の
項

目
や

実
施

方
法

等
が

検
討

さ
れ

た
。

•
体

験
学

習
や

相
談

機
会

の
増

加
、

グ
ル

ー
プ

ダ
イ

ナ
ミ

ク
ス

の
相

乗
効

果
等

を
特

徴
と

す
る

「
宿

泊
型

新
保

健
指

導
（

ス
マ

ー
ト

・
ラ

イ
フ

・
ス

テ
イ

）
は

、
当

該
検

討
会

に
お

い
て

議
論

さ
れ

た
結

果
、

従
来

の
保

健
指

導
で

は
十

分
に

効
果

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

者
等

に
対

す
る

保
健

指
導

の
新

た
な

方
法

の
１

つ
と

し
て

、
「

標
準

的
な

健
診

・
保

健
指

導
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
（

平
成

30年
度

版
）

に
掲

載
し

た
。
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2
-1
⑨

経
済
産
業
省
「
ヘ
ル
ス
ケ
ア
産
業

育
成
」
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2
-1
⑩

ス
ポ
ー
ツ
庁

「
健
康

ス
ポ
ー
ツ
」
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ス
ポ

ー
ツ

エ
ー

ル
カ

ン
パ

ニ
ー

制
度

FU
N

＋
W

ALK
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4
-2
⑪

内
閣
府
「
P
P
P
/
P
F
I地

域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

―
ム
」
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『PPP/PFI地域プラットフォーム運用マニュアル（平成29年3月 内閣府・国土交通省）』抜粋
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『PPP/PFI地域プラットフォーム運用マニュアル（平成29年3月 内閣府・国土交通省）』抜粋

31



32


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32

